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★支援プログラムの作成および公表について
令和６年度の報酬改定に伴い、児童発達支援、放課後等デイサービスおよび居宅訪
問型児童発達支援の総合的な支援の推進および事業所の提供する支援の見える化を
図ることを目的として、新たに、５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・
コミュニケーション」「人間関係・社会性」）との関連性を明確にした事業所等における支
援の実施に関する計画（以下「支援プログラム」という。）の作成および公表が求められ
ています。

支援プログラム未公表減算
令和７年４月1日以降に公表および県への届出がされていない場合には、支援プ
ログラム未公表減算が適用されます。（所定単位数の15％減算）
未提出の事業所につきましては、早急に公表および県への届出をしていただくよう
お願いいたします。（各事業所へ2024年11月14日(木) 17:00届出依頼メール送付済）
県への届出方法等の詳細については、次スライドを参照ください。
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★支援プログラム公表および県への届出について

【対象】

児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、共生型障害児通所支援、
基準該当通所支援

【提出書類】
支援プログラム

【提出方法】
しがネット受付サービス
（https://ttzk.graffer.jp/pref-shiga/smart-apply/apply-procedure-alias/24ec00040102）

【留意事項】
・支援プログラムはサービスごとに作成してください。

例）児童発達支援と放課後等デイサービスの多機能型事業所の場合、サービスごとに、児童発
達支援で１部、放課後等デイサービスで１部、計２部の支援プログラムの作成が必要。

・令和７年４月以降の新規指定事業所については、本申請時に支援プログラムの提出を求めま
す。
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★保育士特定登録取消者管理システムの概要
令和４年６月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律第 66 号）により、
児童生徒性暴力等を行った保育士（国家戦略特別区域限定保育士を含む。）の資格
管理が厳格化され、児童生徒性暴力等を行ったことにより保育士登録を取り消された
者等（特定登録取消者）の情報がデータベース化されました。

また、施設・事業者等に対し、保育士を任命・雇用しようとするときは同データベース
を活用することを義務付けられ、令和６年４月から運用が開始されました。

こども家庭庁成育局成育基盤企画課、保育士特定登録取消者管理システム説明会より
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★対象施設
保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設、福祉型障害児入所施設、医療型障害児
入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、小規模保育事業（A型・B型・C型）、事
業所内保育事業、病児保育事業、乳児院、病院（結核児童に対する療育の給付を行う指定療
育機関）、母子生活支援施設、一時預かり事業、女性自立支援施設、女性相談支援センター、
児童発達支援（児童発達支援センターで行われるもの以外）、放課後等デイサービス、一時保
護施設、預かり保育 （子子法に基づくもの）、幼保連携型以外の認定こども園、認可外保育施

設（届出をしているもの）（企業主導型保育事業を含む）（個人のベビーシッターを除く）、家庭
的保育事業、居宅訪問型保育事業

★データベースの利用登録申請について
データベースの利用登録申請について、未申請の事業所は、県より2025年01月27日(月) 

16:45にメールにて送付しました「保育士特定登録取消者管理システム利用者情報登録のＵＲ
Ｌについて（周知）」を確認の上、登録申請をしていただくようお願いします。
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★こども性暴力防止法の成立と日本版DBS
令和６年６月、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止
等のための措置に関する法律（こども性暴力防止法）の成立に伴い、児童等に対して教育、
保育等の役務を提供する事業を行う立場にある学校設置者等および認定を受けた民間教育
保育等事業者に対して、教員等および教育保育等従事者による児童対象性暴力等の防止等
の措置を講じることが義務付けられ、その中で、「再犯対策」として、対象となる性犯罪前科の
有無の確認（日本版DBS）が義務付けられた。（※施行期日：公布の日（令和６年６月26日）か
ら起算して２年６月を超えない範囲において政令で定める日）

こども家庭庁こども性暴力防止法施行準備室、「こども性暴力防止法について」より
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★対象事業者

こども家庭庁、「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置
に関する法律（令和６年法律第69号）の概要」より
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★対象業務の範囲

こども家庭庁、「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置
に関する法律（令和６年法律第69号）の概要」より
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★犯罪事実確認の対象となる性犯罪（特定性犯罪）について

こども家庭庁こども性暴力防止法施行準備室、「こども性暴力防止法について」より
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★勤務延べ時間数
勤務表上、指定通所支援の提供に従事する時間として明確に位置付けられている時間また
は、当該指定通所支援の提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に
位置付けられている時間の合計数。なお、従業者１人につき、勤務延べ時間数に算入すること
ができる時間数は、当該指定障害児通所支援事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤
務時間数を上限とする。（中央法規出版株式会社（2024）、障害者総合支援法 事業者ハンド
ブック 指定基準編2024年版、p508）

★「常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数」を超えた分の時間数について
事業所において定める常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を超えた分の勤務時間数に
ついては、基準人員および加配人員としての勤務時間数に含めることはできない。（事業所で
定める常勤従業者が勤務すべき勤務時間数が40時間の場合、48時間勤務したとしても、勤務
延べ時間数に算入できる時間は40時間が最大のため、8時間分は、基準人員および加配人員
としての勤務時間数に含めることはできない。）
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【事業目的】

すべてのこどもの安全安心な環境を確保するため、プライバシー保護の観点等から、障害児支援事業所
における性被害防止対策の支援を行う。

予算額：3,000千円

【事業内容】

性被害防止対策を行うため、必要な設備・備品の購入等に要する経費を補助する。
具体的には、性被害防止に資するパーテーション、簡易扉、簡易更衣室およびカメラ、人感センサーラ
イト等の設備の購入や更新に関する経費を補助する。

【補助率等】

国1/2、都道府県1/4、事業者1/4
１施設または事業所あたり 100千円以内

出典：令和６年度補正予算の概要【こども家庭庁】

【注意事項】

各事業所において1/4の事業所負担が発生します。
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県・市町へ報告すべき事故が発生した場合には速やかに、報告する
こととしておりますが、送迎時に送迎車と一般歩行者、自転車、自動
車と接触、衝突したという報告が増加しております。

送迎時の事故防止等の安全管理について
今一度、法人・事業所内にて確認をお願いいたします。

想定される送迎時の事故

・交差点を左折時に車両左側から直進するバイクや、横断歩道を横断している歩行者・自転車
と接触する。

・交差点を右折時に、対向車線の右折レーンが死角となり、対向車線の直進車両に気づかず右
折してしまい衝突。

・二車線道路の進路変更の際、ミラーの死角となっている自動車・バイクに気づかず接触。

ヒヤリハットに当たる案件が発生した場合は、事案の軽重にかかわらず従業者に報告を求め、
記録を作成するとともに、事業所内で共有し、事故発生防止に活用してください。


